
 
川崎市サテライト型小規模保育事業補助金交付要綱 

 
３０川  こ  保  第１２８１号  
平成３０年１１月１日付市長決裁  

 
（目的） 
第１条 この要綱は、家庭的保育事業、小規模保育事業及び事業所内保育事業を行う者（以下「家庭的

保育事業者等」という。）と積極的に接続を行い、３歳児の児童の受入れを重点的に行う事業（以下

「本事業」という。）を実施する保育所及び認定こども園等を支援することにより、家庭的保育事業

等を利用する３歳児卒園児の保育所等への円滑な接続を図ることを目的とする。 
２ 補助金の交付については、川崎市補助金等の交付に関する規則（平成１３年川崎市規則第７号）

に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

（定義） 
第２条 この要綱において、用語の定義は、次の各号のとおりとする。 
（１）保育所 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「児福法」という。）第３９条第１項に

規定する市内の保育所(法第３５条第４項の規定により認可を受けた保育所及び川崎市保育園条

例(昭和２８年川崎市条例第３２号)第５条第１項の規定により市長が指定した保育所に限る。) 
（２）認定こども園等 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律 （平

成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する市内の認定こども園及び学校教育法（昭和２２年

法律第２６号）第１条に規定する幼稚園 
（３）家庭的保育事業等 児福法第６条の３第９項に規定する家庭的保育事業、同条第１０項に規定す

る小規模保育事業及び同条第１２項に規定する事業所内保育事業 
（補助対象施設） 
第３条 本事業の家庭的保育事業者等の連携施設となる保育所及び認定こども園等については、別表

第１で定める施設とする。 
（補助対象施設の要件） 
第４条 連携施設となる保育所及び認定こども園等は、家庭的保育事業者等との連携等を円滑に行う

ため、次の各号に定める業務を担う連携支援コーディネーターを専任で配置しなければならない。 
（１）本事業の対象となる施設（以下「対象施設」という。）との連携を希望する家庭的保育事業者等

との調整 
（２）家庭的保育事業者等による保育の提供の終了後、対象施設において、満３歳以上の児童に対して

必要な教育又は保育を継続的に提供するための調整及び当該児童の保護者等に対する円滑な接続

に向けて必要となる助言又は指導 
２ 対象施設は、家庭的保育事業者等への助言及び次の各号に規定する事業の連携等を実施しなけれ

ばならない。ただし、集団保育については、感染症等の流行及び児童の健康状態及び当日の天候等の

状況により、実施が適さない場合には中止とする。 
（１）年度当初に連携促進に向けた年間の交流計画の作成及び実践 
（２）集団保育の提供 
（３）健康診断及び歯科検診の合同実施。（家庭的保育事業者等が、個別で実施することが 

適する場合は除く。） 



 
（４）地域情報（感染症、防犯等）の共有 
３ 対象施設は、次の各号に掲げる全ての条件を満たし、家庭的保育事業者等との接続を促進するもの

とする。 
（１）満３歳に達して家庭的保育事業者等卒園する児童に対し、必要な教育又は保育が継続的に提供

されるよう適切に努め、家庭的保育事業者等による保育の提供の終了後、対象施設における児童

の受入れが可能となるよう、必要に応じて、満３歳以上の児童の定員数の拡大又は枠の調整等を

図るものとする。 
（２）翌年４月に連携施設の３歳児卒園児の受入枠数を６人以上とし、家庭的保育事業者等卒園児の

受入れを完結させるものとする。 
４ 認定こども園等が対象施設となる場合は、本事業の対象となる児童（以下「対象児童」という。）

を受け入れるにあたり、次の各号に掲げる条件を満たすものとする。 
（１）教育時間及びその前後等に実施する預かり保育等の実施時間を含め、日曜日、祝日、年末年始

を除き７時３０分から１９時までを含む１１時間３０分以上の開園を行うものとする。 
（２）対象児童は、認定こども園等への入園後において、子ども･子育て支援法（平成２４年法律第６

５号）第１９条第１項第２号の教育・保育給付認定を受けていること、又は同等の要件を満たし

ていることとする。 
（３）預かり保育等により対象児童を受け入れる場合の利用時間は、幼稚園と保護者との面談等によ

り、開所時間の範囲内で就労時間及び通勤時間を考慮して決定し、原則として決定した時間以外

の預かりは行わないものとする。 
（４）前号の規定により預かり保育等を利用した場合の利用料は、月額 9,000 円以下とする。ただし、

この場合において、その他の在園児から徴収する預かり保育等の利用料と料金設定が異なること

は差し支えない。 
（５）対象児童が給食提供を望む場合は、給食の提供を毎日行うものとする。 
（６）第４号の規定に基づき徴収する利用料以外に徴収する費用については、認定こども園及び子ど

も・子育て支援法第４３条に基づく確認を受けている幼稚園（以下、この号において「施設型給

付幼稚園」という。）は、川崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関す

る条例（平成２６年川崎市条例第３６号）第１３条に基づき適切に設定するものとする。ただし、

施設型給付幼稚園以外の幼稚園については、本事業を開始するにあたり、市が、当該幼稚園が徴

収する費用等について、他の在園児が負担する費用等と併せて確認するものとする。 
（事業の事前協議及び実施届出） 
第５条 本事業を実施しようとする者は、事業開始の前年７月までに市長に事前協議の上、川崎市サテ

ライト型小規模保育事業実施届出書（第１号様式）により、本事業の実施について、届出をしなけれ

ばならない。 
（補助金交付額の算定方法） 
第６条 補助金の交付額は、別表第２に定める対象となる経費と補助基準額とを比較して少ない方の

額とする。 
（補助金の交付の申請） 
第７条 この補助金の交付の申請をしようとする者は、川崎市サテライト型小規模保育事業補助金交

付申請書（第２号様式）を市長に提出しなければならない。 
（補助金の交付） 



 
第８条 市長は、前条に規定する交付の申請を受理したときは、その内容を審査し、適正と認めるとき

は、補助金の交付を決定するとともに、その結果を通知するものとする。 
２ 前項の規定により決定した補助金の交付は、当事業が円滑に行えるよう概算払いとすることがで

きるものとする。 
（補助金の変更交付） 
第９条 この補助金の交付を受けた者は、対象となる経費の額の変更により、交付額に変更が生じる場

合には、川崎市サテライト型小規模保育事業補助金変更交付申請書（第３号様式）を市長に提出しな

ければならない。 
（補助金の交付決定の取消し及び返還） 
第１０条 市長は、補助金の交付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助

金の交付決定の全部又は一部を取り消すとともに、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付

されているときは、期間を定めて、その返還を命ずるものとする。 
（１） 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 
（２） 補助金を他の用途に使用したとき。 
（３） 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令等に基づき市長が行った指示若し

くは命令に違反したとき。 
（実績報告） 
第１１条 補助金の交付を受けた者は、この事業が完了したときは、完了後３０日以内に、川崎市サテ

ライト型小規模保育事業補助金実績報告書（第４号様式）により市長に報告しなければならない。 
（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 
第１２条 補助金の交付を受けた者は、事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係

る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、消費税仕入控除税額報告書（川崎市

サテライト型小規模保育事業補助金）（第５号様式）により、速やかに市長に報告しなければならな

い。ただし、保育所及び認定こども園等が全国的に事業を展開する組織の一支部、一支社、一支所等

であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部、本社、本所等が消費税及び地方消費税

の申告を行っている場合は、本部、本社、本所等の課税売上割合等の申告に基づき報告を行うものと

する。 
２ 前項の報告があった場合には、補助金の交付を受けた保育所及び認定こども園等は、前項の仕入控

除税額から補助金の額の確定時に減額した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を控除した額

を返還するものとする。 
（書類の整備等） 
第１３条 この補助金の交付を受けた者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、

かつ当該収入及び支出についての証拠書類を整備し、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報

告書を提出した日の属する年度の翌年度から５年間保存しなければならない。ただし、前条第２項の

規定に基づき返還を行った場合は、返還した日の属する年度の翌年度から５年間保存しなければな

らない。 
（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に関して必要な事項は、こども未来局長が別に定

める。 

 



 
附 則 

（施行期日） 
１ この要綱は、平成３０年１１月１日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 
（対象施設の特例） 
２ 平成３０年度及び平成３１年度の対象施設は、第５条の前年７月までの事前協議及び届出に関す

る規定を適用しないこととする。 
附 則 

 この要綱は、令和元年１２月２３日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 
   附 則 
 この要綱は、令和２年３月１３日から施行し、令和元年１０月１日から適用する。 
   附 則 
 この要綱は、令和２年７月１０日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

 附 則 
 この要綱は、令和３年７月８日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 
   附 則 
 この要綱は、令和４年６月２９日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

附 則 
 この要綱は、令和５年７月４日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

附 則 
 この要綱は、令和５年１０月４日から施行し、令和５年９月１日から適用する。 
 
 
別表第１（第３条関係） 

保育所及び認定こども園等 家庭的保育事業者等 

たつのこのはら保育園 いぬくらこのはら保育園 

龍厳寺保育園 
くじ保育園 

くじこのはら保育園 

第二厚生館愛児園 生田うりぼう保育園 

厚生館愛児園 
星の子愛児園 

至誠館なしのはな保育園 
のらぼう愛児園 
菅の子愛児園 

星の子くるみ保育園 

川崎青葉幼稚園 山口台あおば保育園 

つめくさ保育園 熊谷乳児園 

すみれいろ保育園 宿河原すみれの花保育園 

柿生保育園 柿生かきっこ保育園 

ファミリア・キッズ二子新地駅前園 ファミリア・キッズ保育園 



 

女躰神社こども園 さいわい保育園 

かしの実保育園 ももすもも保育園 

りんご保育園 いちご保育園 

ハッピーキッズ・ちびっこ園 ハッピーキッズ・プチ園 

せみなーれ幼保園 サンライズ宮前平保育室 

（本園）みつばち保育園～Sunshine～ みつばち保育園～Sky～ 

※複数の施設を設定している場合には、下線施設を代表施設とする。 
 
 
 
 
別表第２（第６条関係） 

対象となる経費 補助基準額 
補助の対象となる経費は、事業を実施するため

に必要な報酬、給料、職員手当等、賃金、共済費、

報償費、旅費、需用費（消耗品費、会議費、印刷

製本費）、役務費（通信運搬費、広告料、手数料）、

委託料、使用料及び賃借料、備品購入費等 

連携支援コーディネーターを配置して

いる代表施設１施設当たり年額４，５４

９，０００円 

 


